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比較分析と今後のあり方に関する研究  
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山田 高敬 都市教養学部政治学コース 教授 

研究分担者名 部局名・所属研究機関名 職  名  

伊藤  正次  都市教養学部政治学コース 准教授  

大杉  覚  都市教養学部都市政策コース 教授 

羽貝  正美  都市環境学部都市建築コース  教授 

松井  望  都市教養学部都市政策コース 研究員 

研究実績の概要  

 首 都 圏 ガ バ ナ ン ス に つ い て 、 国 際 比 較 を 織 り 交 ぜ つ つ 現 行 制 度 の 運 用 分 析 と

課 題 の 明 確 化 を 果 た す こ と が で き た 。 具 体 的 に は 、 ① 国 土 計 画 制 度 等 関 連 諸 制

度 と 道 州 制 の 関 係 を 捉 え 直 す こ と に よ り 、 首 都 圏 に お け る 広 域 連 携 制 度 の あ り

方 に つ い て 新 た な 視 点 か ら 展 望 す る こ と が で き た 一 方 、 ② 連 携 ・ 調 整 の 技 術 開

発が課題となっていることが改めて確認された。  

以 上 の よ う な 学 問 的 知 見 の 獲 得 に 加 え 、 そ れ を 専 門 家 意 見 と し て 実 務 に 反 映

することができたことも評価に値する。  

首 都 圏 ガ バ ナ ン ス を 構 想 す る 上 で の 、 広 域 連 携 制 度 、 及 び 政 策 に 関 す る 国 内

外 の 実 態 を 、 理 論 と 実 証 の 両 面 で 明 ら か に で き た 本 研 究 は 、 国 内 外 の 政 策 ・ 制

度 を 対 象 と す る 研 究 者 が 「 行 政 」 ・ 「 ガ バ ナ ン ス 」 と い う 軸 を 中 心 に 集 ま っ て

実 現 し た も の で あ り 、 本 学 な ら で は の も の で あ る 。 こ の 点 、 本 学 は 他 大 学 の 追

随 を 許 さ ず 、 首 都 圏 ガ バ ナ ン ス の 教 育 拠 点 を 構 築 す る 基 礎 が で き た と 評 価 で き

る。  

研 究 計 画 ・ 研 究 予 算 に つ い て は 、 学 事 日 程 等 の た め 当 初 の 予 定 通 り 進 行 で き

た と は 言 い 難 い が 、 海 外 現 地 調 査 が で き た 点 や 、 豊 富 な 図 書 ・ 資 料 の 購 入 、 物

品購入等に有効に活用できたと言える。  

成 果 の 公 表 に つ い て は 、 各 分 担 者 の 積 極 的 な 活 動 に よ っ て 現 在 進 行 中 で あ

り、今後もさらに努めていきたい。  
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「道州制構想の『周辺的』課題

（下）」 

「道州制構想の『周辺的』課題

（上）」 

 「日本の合議制組織制度と特別職

公務員制度」 

 「教育改革の動向と自治体教育行

政改革の課題」 

 「日本の行政委員会制度と規制機

関の制度選択」 

 

 

「地 域 機 関 の活 性 化 と自 治 体 内 分

権」 

「合併市町村の人材育成について」

「自 治 体 補 助 金 改 革 と行 政 評 価 の

課題」 

「自治体職員の経営マインド」 

「都区改革の再構築」 

「合 併 後 のまちづくりと『地 域 発 の自

治創造』」 

「都区制度改革」 

共 通 論 題 「橋 本 行 革 の成 果 を検 証

する」コメント 
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